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Ⅰ　予算規模 全 会 計 （対前年度当初予算

一般会計 （対前年度当初予算

（単位：％）

一般会計

特別会計

企業会計

全 会 計

・　一般会計の当初予算規模は、対前年度０．８％の増で、２年連続してプラス予算となった。

・　特別会計については、国民健康保険事業特別会計が大幅減（▲２８５億円）となることなどに
　より、対前年度２．８％の減となった。国民健康保険事業特別会計の減少は、都道府県単位化に
　伴い、県内市町が保険財政の共同安定化のため県国保連に負担金を拠出する事業が廃止されたこ
　と等によるものである。

・　企業会計については、下水道事業会計の減などにより、対前年度０．１％の減となった。

・　全会計の予算規模は、対前年度０．６％の減で、２年ぶりに減少した。

（参考）当初予算伸び率の推移 （単位：％）

Ｈ30 Ｈ28 Ｈ27 Ｈ26 Ｈ25 Ｈ24 Ｈ23

0.8 ▲1.3 3.6 2.8 ▲3.2 ▲3.3 2.8 7.3

▲0.6 ▲0.4 3.2 ▲0.1 ▲0.8 ▲0.8 1.6 0.9

0.3 0.4 0.5 3.5 2.5 ▲2.2 0.1 4.2

0.9 0.8 1.6 4.6 4.2 ▲4.2 1.2 3.3

0.3 0.6 2.3 1.8 0.1 ▲0.8 0.5 ▲0.5

区　分

区　　分

広島市

国

一般会計

全 会 計

一般会計

うち一般歳出

平成３０年度

当初予算額 (Ａ)

地方財政計画 1.0

0.8

▲2.8

▲0.1

▲0.6

0.9

Ｈ22Ｈ29

7.8

3.7

0.8

6,509億6,794万7千円

4,189億5,242万9千円

1,441億9,102万3千円

1兆2,141億1,139万9千円

▲0.6％）

　0.8％）

伸率

1兆2,141億1,139万9千円

6,509億6,794万7千円

差　引(Ａ)－(Ｂ)
平成２９年度

当初予算額 (Ｂ)

53億6,475万7千円

▲122億8,167万8千円

▲1億5,009万8千円

▲70億6,701万9千円

6,456億  319万円   

4,312億3,410万7千円

1,443億4,112万1千円

1兆2,211億7,841万8千円

－1－



Ⅱ　財源措置（一般会計）

１　市税

（単位：％）

伸率

個人市民税 29.2

法人市民税 ▲7.6

固定資産税 1.1

そ　の　他 0.2

計 9.8

　市税収入は、税源移譲に伴う個人市民税の増収等により、対前年度９．８％の増となる

見込み。

・個人市民税 　県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲により、２９．２％の増

となる見込み。

・法人市民税 　平成２９年度の収入見込額等を勘案し、７．６％の減となる見込み。

　

・固定資産税 　土地分が地価の上昇により増収となることから、固定資産税全体で

１．１％の増となる見込み。

・そ　の　他 　市たばこ税などの減収が見込まれるものの、都市計画税などの増収に

より、０．２％の増となる見込み。

2,317億6,313万円

差　引(Ａ)－(Ｂ)
平成３０年度

当初予算額 (Ａ)

平成２９年度

当初予算額 (Ｂ)

（対前年度当初予算　9.8％）

区　分

216億8,331万3千円

▲18億3,884万8千円

  7,909万2千円

207億6,765万6千円

796億8,290万8千円 8億4,409万9千円

959億7,161万8千円

223億9,753万8千円

328億6,696万7千円

2,317億6,313万円   

742億8,830万5千円

242億3,638万6千円

327億8,787万5千円

2,109億9,547万4千円

805億2,700万7千円

－2－



２　地方交付税

（単位：％）

伸率

(▲4.3)

7.6 

特別交付税 　　－

(▲4.2)

7.3 

　※　（　）は、「臨時財政対策債」を含んだ場合の金額

　国の地方財政対策、平成２９年度の地方交付税の収入見込額等を勘案し、４４０億円を

見込む。

＜平成３０年度の地方財政対策＞

　平成３０年度の地方財政対策においては、平成２９年度に引き続き、従来、地方交付税で

補塡されていた地方の財源不足の一部が「臨時財政対策債」（市債）で補塡されることとな

っている。ただし、この「臨時財政対策債」については、元利償還金相当額が普通交付税の

基準財政需要額に算入される。

財源不足に対する補塡のスキーム（３０年度）

地　方　の
財源不足額

約19兆9,950億円

臨時財政対策債

約3兆9,865億円

地方交付税
約16兆85億円

（特例加算分）
約1,655億円

（ルール分）
国税５税の
法定割合等

約15兆8,430億円

15億円 　  15億円 　  0     

計
（ 795億円 ）  （ 830億円 ）  （▲35億円 ）  

440億円 　  410億円 　  30億円 　  

普通交付税
（ 780億円 ）  （ 815億円 ）  （▲35億円 ）  

425億円 　  395億円 　  30億円 　  

440億円 （対前年度当初予算　　7.3％）　

区　分
平成３０年度 平成２９年度

差　引(Ａ)－(Ｂ)
当初予算額 (Ａ) 当初予算額 (Ｂ)

－3－



３　市債

（単位：％）

伸率

5.5

皆減

30.4

▲15.5

25.0

▲5.7

　①　伸び率 対前年度当初予算 ▲５．７％

　　（要因） ・復興関連雨水管きょ・河川整備 １４億１，５６０万円

・保育園整備 １１億７，９２０万円

・学校整備 ９億　　８６０万円

・行政改革推進債 ７億円　　　　　　

・臨時財政対策債 ▲６５億円　　　　　　

・道路・街路整備 ▲１９億８，７４０万円

・民間老人福祉施設整備補助金 ▲１２億９，０００万円

　②　依存度 １１．８％ 〔地方財政計画　１０．６％〕

　③　市債残高見込み

（単位：％）

伸率

0.2

臨 時 財 政 対 策 債
残高等控除後残高 ▲1.3

 （注）臨時財政対策債残高等控除後残高とは、市債残高の総額から、臨時財政対策債残高と、

       将来の返済に備えて減債基金に積み立てている額を除いた額である。

計

11億7,770万円   

（対前年度当初予算　▲5.7％）768億6,410万円

区　分

▲10億円          

2億3,550万円   

当初予算額 (Ａ)

退 職 手 当 債

行政改革推進債

臨時財政対策債

旧合併特例債

6,790億7,309万4千円 ▲90億6,117万1千円6,700億1,192万3千円

平成３０年度

差　引(ａ)－(ｂ)

当初予算額 (Ｂ)

19億4,350万円   

355億円          420億円          

▲46億2,100万円   

23億円          7億円   　     

▲65億円          

差　引(Ａ)－(Ｂ)
平成２９年度

区　　分

一 般 会 計 債

平成29年度末残高 (ｂ)

22億7,919万3千円

352億4,290万円   

10億円   　　　 

30億円          

一 般 事 業 債

768億6,410万円   

9億4,220万円   

814億8,510万円   

1兆1,171億3,075万8千円1兆1,194億  995万1千円

平成30年度末残高 (ａ)

371億8,640万円   

0　  

－4－



４　基金繰入金

　　財源調整のための基金

　　　財政調整基金繰入金　　１０億円（平成２９年度当初予算　２１億円）

　基金の年度末残高の状況

　　　（参 考）

　　　　財政調整基金の残高の説明

平成２８年度末残高（出納整理期間を含む）

１２月補正予算（剰余金積立）

運用益

当初予算

６月補正予算

９月補正予算

平成２９年度末残高（出納整理期間を含む）

運用益積立

取崩し

平成３０年度末残高（出納整理期間を含む）

平成３０年度中
増　減

300万円

▲10億円       

26億3,900万円

▲7,500万円

計 ▲22億3,900万円

36億3,600万円

46億5,600万円

平成２９年度中
増　減

積
立

12億1,500万円

400万円

計 12億1,900万円

取
崩
し

▲21億円       

▲6,400万円

財政調整基金 26億3,900万円 36億3,600万円 ▲9億9,700万円

区　　　　　　　　　　　分 財政調整基金

10億円 （対前年度当初予算　　▲52.4％）

区　分 平成３０年度末残高(Ａ) 平成２９年度末残高(Ｂ) 差　引(Ａ)－(Ｂ)

－5－



Ⅲ　平成30年度当初予算会計別総括表等
　　　　　１．　会計別総括表

予    算    額 当初予算額 ２月補正後 差 引 増 減 増減率 差 引 増 減 増減率

兆　　　 億 　　万 千円 兆　　　 億 　　万 千円 兆　　　 億 　　万 千円 兆　　　 億 　　万 千円 ％ 兆　　　 億 　　万 千円 ％

817330402  798754530  803982016  18575872  2.3 13348386  1.7

一 般 会 計 650967947  645603190  650873496  5364757  0.8 94451  0.0

住 宅 資 金 貸 付 3476  4528  4528  △1052  △23.2 △1052  △23.2

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 625489  644874  644874  △19385  △3.0 △19385  △3.0

物 品 調 達 39777  45174  45174  △5397  △11.9 △5397  △11.9

公 債 管 理 160365193  149494477  149438757  10870716  7.3 10926436  7.3

広 島 市 民 球 場 1584261  967451  980351  616810  63.8 603910  61.6

用 地 先 行 取 得 177785  101142  101142  76643  75.8 76643  75.8

西 風 新 都 3566474  1893694  1893694  1672780  88.3 1672780  88.3

252585034  278077719  280403951  △25492685  △9.2 △27818917  △9.9

後 期 高 齢 者 医 療 13909531  12976222  13349834  933309  7.2 559697  4.2

介 護 保 険 92827300  94445170  95698511  △1617870  △1.7 △2871211  △3.0

国 民 健 康 保 険 116712161  145233967  145933246  △28521806  △19.6 △29221085  △20.0

競 輪 14069834  12559224  12559224  1510610  12.0 1510610  12.0

中 央 卸 売 市 場 2952737  3029884  3029884  △77147  △2.5 △77147  △2.5

国 民 宿 舎 湯 来 ロ ッ ジ 等 64758  69115  69115  △4357  △6.3 △4357  △6.3

駐 車 場 719805  691114  691114  28691  4.2 28691  4.2

開 発 3624959  2004030  2004030  1620929  80.9 1620929  80.9

市 立 病 院 機 構 資 金 貸 付 7703949  7068993  7068993  634956  9.0 634956  9.0

144191023  144341121  144689121  △150098  △0.1 △498098  △0.3

水 道 39457422  38325608  38325608  1131814  3.0 1131814  3.0

下 水 道 102350141  103541610  103889610  △1191469  △1.2 △1539469  △1.5

安 芸 市 民 病 院 2383460  2473903  2473903  △90443  △3.7 △90443  △3.7

4940  5048  5048  △108  △2.1 △108  △2.1

元 宇 品 町 財 産 区 4147  4249  4249  △102  △2.4 △102  △2.4

三 入 財 産 区 441  439  439  2  0.5 2  0.5

砂 谷 財 産 区 352  360  360  △8  △2.2 △8  △2.2

1214111399  1221178418  1229080136  △7067019  △0.6 △14968737  △1.2

事　　　業　　　会　　　計

企　　　業　　　会　　　計

計

財　　産　　区　　会　　計

対　　前　　年　　度　　増　　減　　額　　内　　訳

当 初 予 算 額 ２ 月 補 正 後

普　　　通　　　会　　　計

会　　　　　計　　　　　名
平成30年度 平 成 29 年 度

－6－



　　　　　２．　　一　　般　　会　　計
　　　　　　　　（１）　　歳 　　入

予　算　額 構成比 予　算　額 構成比 予　算　額 構成比 差 引 増 減 増減率 差 引 増 減 増減率

億　　 　万 千円 ％ 億　　 　万 千円 ％ 億　　 　万 千円 ％ 億　　 　万 千円 ％ 億　　 　万 千円 ％

市 税 231763130  35.6 210995474  32.7 208960719  32.1 20767656  9.8 22802411  10.9

地 方 譲 与 税 3302279  0.5 3265722  0.5 3265722  0.5 36557  1.1 36557  1.1

利 子 割 交 付 金 434054  0.1 252502  252502  181552  71.9 181552  71.9

配 当 割 交 付 金 1349486  0.2 1585765  0.3 1585765  0.2 △236279  △14.9 △236279  △14.9

株 式 等 譲 渡

所 得 割 交 付 金 1281602  0.2 800501  0.1 800501  0.1 481101  60.1 481101  60.1

分 離 課 税

所 得 割 交 付 金 227788  0.0 190197  0.0 190197  37591  19.8 37591  19.8

県 民 税 所 得 割

臨 時 交 付 金 3136007  0.5 23515616  3.6 23515616  3.6 △20379609  △86.7 △20379609  △86.7

地 方 消 費 税

交 付 金 23064201  3.5 22545651  3.5 22545651  3.5 518550  2.3 518550  2.3

ゴルフ場利用税

交 付 金 54696  58284  58284  △3588  △6.2 △3588  △6.2

自動車取得税交付金 1047000  0.2 879000  0.1 879000  0.1 168000  19.1 168000  19.1

軽 油 引 取 税 交 付 金 5374000  0.8 5426000  0.8 5426000  0.8 △52000  △1.0 △52000  △1.0

国有提供施設等所在

市 町 村 助 成 交 付 金 29658  29658  29658  0  0.0

地方特例交付金 1200000  0.2 800000  0.1 800000  0.1 400000  50.0 400000  50.0

地 方 交 付 税 44000000  6.8 41000000  6.4 41000000  6.3 3000000  7.3 3000000  7.3

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 373000  0.1 391000  0.1 391000  0.1 △18000  △4.6 △18000  △4.6

分担金 ・ 負 担金 5379082  0.8 5479665  0.9 5483225  0.9 △100583  △1.8 △104143  △1.9

使用料 ・ 手 数料 14382046  2.2 14192728  2.2 14192728  2.2 189318  1.3 189318  1.3

国 庫 支 出 金 130165491  20.0 129657723  20.1 129415051  19.9 507768  0.4 750440  0.6

県 支 出 金 27748202  4.3 26915165  4.2 27549379  4.3 833037  3.1 198823  0.7

財 産 収 入 2389344  0.4 2485182  0.4 2485182  0.4 △95838  △3.9 △95838  △3.9

寄 附 金 140564  102173  112173  38391  37.6 28391  25.3

0  

繰 入 金 35333584  5.4 28691564  4.4 28843243  4.4 6642020  23.1 6490341  22.5

繰 越 金 1  1  2429481  0.4 △2429480  △100.0

諸 収 入 41928632  6.4 44858519  7.0 44858519  6.9 △2929887  △6.5 △2929887  △6.5

市 債 76864100  11.8 81485100  12.6 85803900  13.2 △4621000  △5.7 △8939800  △10.4

計 650967947  100.0 645603190  100.0 650873496  100.0 5364757  0.8 94451  0.0

当　　　初 ２月補正後

対 前 年 度 比 較

区　　　　　分
平成30年度

当　　　初 ２月補正後

平 成 29 年 度

－7－



　　　　　　　　（２）　　歳　　出
　　　　　　　　　　　ア　目的別分類表

予　算　額 構成比 予　算　額 構成比 予　算　額 構成比 差引増減 増減率 差引増減 増減率

億　　 万 千円 ％ 億　　 万 千円 ％ 億　　 万 千円 ％ 億　　 万 千円 ％ 億　　 万 千円 ％

議 会 費 1633908  0.2 1641920  0.2 1639939  0.2 △8012  △0.5 △6031  △0.4

総 務 費 45674754  7.0 45721674  7.1 48270473  7.4 △46920  △0.1 △2595719  △5.4

民 生 費 203570406  31.3 200028626  31.0 203733342  31.3 3541780  1.8 △162936  △0.1

衛 生 費 68172511  10.5 67721378  10.5 68129333  10.5 451133  0.7 43178  0.1

農 林 水 産 業 費 4206036  0.6 4302085  0.7 4304410  0.7 △96049  △2.2 △98374  △2.3

商 工 費 22236299  3.4 22651251  3.5 22664052  3.5 △414952  △1.8 △427753  △1.9

土 木 費 94140006  14.5 96997558  15.0 95142893  14.6 △2857552  △2.9 △1002887  △1.1

消 防 費 13683571  2.1 13603837  2.1 13644629  2.1 79734  0.6 38942  0.3

教 育 費 95741646  14.7 95017097  14.7 95273131  14.6 724549  0.8 468515  0.5

災 害 復 旧 費 0  0.0 0  0.0 234500  0.0 △234500  皆減

公 債 費 83729330  12.9 79558649  12.3 79477679  12.2 4170681  5.2 4251651  5.3

諸 支 出 金 17779480  2.7 17959115  2.8 17959115  2.8 △179635  △1.0 △179635  △1.0

予 備 費 400000  0.1 400000  0.1 400000  0.1 0  0.0

計 650967947  100.0 645603190  100.0 650873496  100.0 5364757  0.8 94451  0.0

区　　　　　分
平成30年度

対 前 年 度 比 較

当　　　初 当　　　初 ２月補正後２月補正後

平 成 29 年 度
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　　　　　　　　　　　イ　性質別分類表

予　算　額 構成比 予　算　額 構成比 予　算　額 構成比 差引増減 増減率 差引増減 増減率

億　　　万 千円 ％ 億　　　万 千円 ％ 億　　　万 千円 ％ 億　　　万 千円 ％ 億　　　万 千円 ％

418010071  64.2 411200193  63.7 414186075  63.6 6809878  1.7 3823996  0.9

139389308  21.4 140099500  21.7 141026809  21.7 △710192  △0.5 △1637501  △1.2

65612406  10.1 64146625  10.0 64632117  9.9 1465781  2.3 980289  1.5

7948075  1.2 7778250  1.2 7434750  1.1 169825  2.2 513325  6.9

143038239  22.0 141617872  21.9 142410286  21.9 1420367  1.0 627953  0.4

62022043  9.5 57557946  8.9 58682113  9.0 4464097  7.8 3339930  5.7

73827644  11.3 76980559  11.9 75439895  11.6 △3152915  △4.1 △1612251  △2.1

うち人件費（Ｂ） 737739  0.1 752305  0.1 752305  0.1 △14566  △1.9 △14566  △1.9

73827644  11.3 76980559  11.9 75205395  11.6 △3152915  △4.1 △1377751  △1.8

補 助 事 業 18431636  2.8 22526025  3.5 21452725  3.3 △4094389  △18.2 △3021089  △14.1

単 独 事 業 55396008  8.5 54454534  8.4 53752670  8.3 941474  1.7 1643338  3.1

0  0.0 0  0.0 234500  0.0 △234500  皆減

837500  0.1 1037500  0.1 1047500  0.1 △200000  △19.3 △210000  △20.0

444275  0.1 440501  0.1 1655501  0.3 3774  0.9 △1211226  △73.2

30105087  4.6 33687875  5.2 33687875  5.2 △3582788  △10.6 △3582788  △10.6

83473052  12.8 79336141  12.3 79255171  12.2 4136911  5.2 4217881  5.3

43870318  6.8 42520421  6.6 45201479  6.9 1349897  3.2 △1331161  △2.9

400000  0.1 400000  0.1 400000  0.1 0  0.0

650967947  100.0 645603190  100.0 650873496  100.0 5364757  0.8 94451  0.0

0  

140127047  21.5 140851805  21.8 141779114  21.8 △724758  △0.5 △1652067  △1.2

普通建設事業費

災害復旧事業費

人　 件　 費　（Ａ）

物　　　件　　　費

維　持　補　修　費

扶　　　助　　　費

補　 助　 費　 等

投　資　的　経　費

うち人件費（Ａ）＋（Ｂ）

公　　　債　　　費

繰　　　出　　　金

予　　　備　　　費

合　　　　　　　　計

積　　　立　　　金

貸　　　付　　　金

出　　　資　　　金

２月補正後当　　　初

対 前 年 度 比 較

区　　　　　　　　分
平成30年度

当　　　初 ２月補正後

平 成 29 年 度

消　費　的　経　費
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